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資料２



類似統計間の動向の比較（需要側統計と供給側統計の動向）
○ 消費総合指数の並行推計項目について、需要側推計値と供給側推計値の動向を比較すると、両者はおおむね
同様の基調を示しており、どちらかが一概に特異な動きをしているとは言い難い。その一方で、2015年以降に
ついては、需要側推計値が供給側推計値に比べて弱い動きとなっている。

○ この要因を検討するため、需要側推計値の基礎統計である「家計消費状況調査」の動きをみると、2015年初
以降、同様の需要側統計である「家計調査」と比べて、例えば移動電話通信料で大きく減少している。また、
同時期に集計世帯数が大きく減少していることから、この時期の調査方法等の変更が、統計の連続性に影響を
与えていないか精査する必要がある。
（注）家計消費状況調査は、2015年１月から調査票の変更に加え、調査方法をオンライン回答の併用型に切り替えている。

消費総合指数の並行推計項目（季節調整値）

（備考）１．総務省「家計調査」、「家計消費状況調査」により作成。
２．消費総合指数は内閣府による推計値。
３．右上図の家計消費状況調査は、「移動電話（携帯電話・

ＰＨＳ）使用料」。

移動電話通信料（12ＭＡ）
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【参考】消費総合指数の推計体系（概要）
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非耐久財及びサービスの４形態

備 考

１）需要側推計に用いる統計例

総務省「家計調査」、「家計消費状況調査」及び「人口推計」等

２）供給側推計に用いる統計例

経済産業省「商業動態統計」、「鉱工業指数」、「経済産業省生

産動態統計調査」、「第３次産業活動指数」及び「特定サービス産

業動態統計調査」等

３）共通推計項目と用いる統計例

①住宅賃貸料：国土交通省「建築着工統計調査」等

②医療・介護サービス：国民健康保険中央会「介護給付費の状況」等

③水道・電気：需要側の品目を利用

④自動車、保険、金融、不動産仲介・管理：供給側の品目を利用

２



今後の対応の方向性

３

 需要側統計と供給側統計など、類似統計の動向に齟齬がみられている。総務省及

び統計作成部局である各府省庁は、統計への信頼性を担保するため、これらの齟

齬を検証・分析することが重要。

 この点に係る対応策としては、次回、統計委員会より統計精度改善のＰＤＣＡサ

イクルの整備にむけた検討状況が報告される予定であり、その報告内容も踏まえ

て本研究会における方向性を示したい。



（参考）構成員からの主な指摘事項（第１回研究会）

４

 類似統計間の比較分析

• サンプリングの方法などについて、理論的な考え方を統一することは重要。し

かし、統計調査によって調査対象は異なり、実際の調査はそれぞれの統計のク

セに応じた対応を採るべきであり、画一的な標準化は望ましくない。

• ＱＥ（ＧＤＰ四半期速報）の消費支出の推計に当たっては、家計調査を使わず

に供給側統計を用いるべきではないか。


